[bookmark: _GoBack] 別紙Ａ（産地競争力の強化及び食品流通の合理化及び輸出の促進）

Ⅰ  事業の目的（又は成果）


Ⅱ  事業の内容及び計画（又は実績）
  １  農業・食品産業強化対策整備交付金の対象となる事業の内容等

	 関係市町村名
	
	 事業実施主体名
	
	 地区名
	
	 施設の所在地又は
 機械等の保管場所
	

	
 取組名
 (対象作物・
 畜種等名)
	
 政策目標
	
     　 　　事　業　内　容

 (工種、施設区分、構造、規格、能力等)
	
  　　　事業量
 (単価、回数､ 基数、
  台数､ 面積等)
	 　　 受　　益
	

 事業費
 (A)+(B)+(C)
	
 事業に要す
 る（した）
 経費
 (A)+(B)又は
 (A)+(C)
	 負　担　区　分
	
 竣工予定
 又は
 完了年月日
	 　担　保
 金融機関名
 融資名
 融資金額
 償還年数
 その他
	
 備　考

	
	
	
	
	
  戸 数
	 面積、出荷
 量、処理量
 又は頭羽数
	
	
	 県　費
 (A)
	 市町村費
 (B)
	 その他
 (C)
	
	
	

	 （例）
 土地利用型
 作物
 (麦・大豆）
	 （例）
 生産性の向上
	
	
	     戸
	 　ha､ｔ､頭
	          円
	          円
	          円
	          円
	          円
	
	
	

	 事業費計
	
	
	
	
	
	
	
	

	 附帯事務費
	
	
	
	
	
	
	
	

	 合　計
	
	
	
	
	
	
	
	



　添付書類
  （１）附帯事務費については、附帯事務費内訳明細書を添付すること。
　（注）１　本表は、原則として事業実施計画書ごとに一葉として作成すること。
２　「取組名（対象作物・畜種等名）」の欄については、実施要綱別表のⅠのメニューの欄のうち該当する取組名を記入すること。なお、（対象作物・畜種等名）について、土地利用型作物で種子生産を対象に事業を実施する
場合は、作物名の後に種子と記入すること。また、複数作物を併記できることとする。その他、作物の限定のない取組にあっては記入不要とする。
３　「政策目標」の欄については、実施要綱別表のⅠの政策目標の欄のうち該当するものを記入すること。
４　「事業内容」の欄については、実施要綱別表のⅠのメニューの欄のうち該当する事業内容を記入するほか、整備する施設の規模、処理量等を含めて記入すること。
５　「担保」の欄には、交付対象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部を金融機関から融資を受けようとする場合に、金融機関名、融資名、融資を受けようとする金額及び償還年数その他必要な事項を記入すること。
６　食品流通の合理化及び輸出の促進を目的とする取組にあっては、「対象作物・畜種等名」及び「受益」の欄は記入不要とする。
７　地域提案の場合にあっては、「備考」の欄に「地域提案」と記入すること。
８　事業内容によって交付率が異なる場合は、交付率ごとに区分し、交付率を「備考」の欄に記入すること。
９　「備考」の欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち県費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」と記入す
ること。

　　　　　　　　附　帯　事　務　費　内　訳　明　細　書

	
	 区　分
	 事業費
	 備　　考
	

	
	 旅費
 需用費
 役務費
 使用料及び賃借料
	 　　　○○○円
       ○○○円
       ○○○円
       ○○○円
	
	



　　　　　（注）区分欄は、農林水産省生産局長等が別に定める附帯事務費の使途基準により記入すること。

別紙Ｂ（経営力の強化に向けた取組）

Ⅰ  事業の目的（又は成果）


Ⅱ  事業の内容及び計画（又は実績）
  １  農業・食品産業強化対策整備交付金の対象となる事業の内容等

	 地区名
	 ○○市町村○○地区
	 計画認定年度
	 平成　　年度
	

	 事　　業　　の　　内　　容
	 工　　期
	 経　　費　　の　　配　　分
	 　担　保
 金融機関名
 融資名
 融資金額
 償還年数
 その他
	
 備　考
	

	
 事業実施
 主体名
	
 工種又は
 施設区分
	
 施行箇所
 又　　は
 設置場所
	
 事業量
	
 着工年月日
	
 竣工年月日
	
 総事業費
 (A)+(B)+(C)
	 事業に要す
 る（した）
 経費
 (A)+(B)又は
 (A)+(B)+(C)
	 負　担　区　分
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	 県　費
 (A)
	 市町村費
 (B)
	 その他
 (C)
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	          円
	          円
	          円
	          円
	          円
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 事業費計
	
	
	
	
	
	
	
	

	 附帯事務費
	
	
	
	
	
	
	
	

	 合　計
	
	
	
	
	
	
	
	



　添付書類
  （１）土地基盤整備事業（区画整理、用排水整備に係るものに限る）にあっては、地区における交付金の振分けの基準を記載した書面を添付すること。
　（２）工事雑費については、工事雑費内訳明細書を添付すること。
　（３）附帯事務費については、附帯事務費内訳明細書を添付すること。
　（注）１　本表は、原則として実施地区ごとに一葉として作成すること。
２　地区名欄は、整備事業の取組内容がアグリチャレンジャー支援の場合にあっては、アグリビジネスに取り組む対象経営体名を記入する。
３　「担保」の欄には、交付対象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部を金融機関から融資を受けようとする場合に、金融機関名、融資名、融資を受けようとする金額及び償還年数その他必要な事項を記入すること。
４　地域提案の場合にあっては、「備考」の欄に「地域提案」と記入すること。
５　「備考」の欄には、整備施設等ごとの交付率を記入するとともに、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち県費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　工　事　雑　費　内　訳　明　細　書                                     　　　　　　　　附　帯　事　務　費　内　訳　明　細　書                                              

	
	 事業主体
	 工種又は
 施設区分
	 工事雑費
	 うち旅費
	 うち食糧費
	
	 区　分
	 事業費
	 備　　考
	

	
	 　○○○
	 　○○○
	 　　○○○円
	 　　　○○○円
 内訳
   ○○会議出席
       回数　回
       人数　人
 　○○指導
     　回数　回
 　　　人数　人
	 　　　○○○円
 内訳
   ○○会議費
       回数　回
       人数　人
 　○○説明会
     　回数　回
 　　　人数　人
	
	 旅費
 需用費
 役務費
 使用料及び賃借料
	 　　　○○○円
       ○○○円
       ○○○円
       ○○○円
	
	



　　　　　（注）整備施設等ごとに記入すること。                                                         　　　　　（注）区分欄は、農林水産省生産局長等が別に定める附帯事務費の使途基準により記入すること。

別紙Ｃ（産地競争力の強化及び食品流通の合理化及び輸出の促進）

Ⅰ  事業の目的（又は成果）

Ⅱ  事業の内容及び計画（又は実績）
  ２  農業・食品産業強化対策推進交付金の対象となる事業の内容等

	 関係市町村
	
	 事業実施主体名
	
	 　地区名
	
	

	
 政策目的
	
 政策目標
	
 取組名
 (対象作物・
 畜種等名)
	
 事　業　内　容
 (協議会の開催、調査等
 の実施等）
	
  　　　事業量
 (単価、回数､ 資料配
 布数等)
	 　　 受　　益
	

 事業費
 (A)+(B)+(C)
	
 事業に要す
 る（した）
 経費
 (A)+(B)又は
 (A)+(C)
	 負　担　区　分
	
 完了予定又
 は完了年月
 日
	
 備　考
	

	
	
	
	
	
	
  戸 数
	 面積、出荷
 量、処理量
 又は頭羽数
	
	
	 県　費
 (A)
	 市町村費
 (B)
	 その他
 (C)
	
	
	

	
 産地競争力の
 強化
	 （例）
 生産性の向上
	 （例）
 土地利用型
 作物
 (水稲）
	 （例）
 ○○協議会の開催
 ○○実証ほの設置
	 （例）
 ○人、○回
 ○ヶ所
	     戸
	 　ha､ｔ､頭
	          円
	          円
	          円
	          円
	          円
	
	
	

	 計
	
	
	
	
	
	
	
	



　（注）１　本表は、原則として事業実施計画書ごとに一葉として作成すること。
２　「政策目標」の欄については、実施要綱別表のⅠの政策目標の欄のうち該当するものを記入すること。
３　「取組名（対象作物・畜種等名）」の欄については、実施要綱別表のⅠのメニューの欄のうち該当する取組名を記入すること。なお、（対象作物・畜種等名）について、土地利用型作物で種子生産を対象に事業を実施する場合は、作物名の後に種子と記入すること。また、複数作物を併記できることとする。その他、作物の限定のない取組にあっては記入不要とする。
４　「事業内容」の欄については、実施要綱別表のⅠのメニューの欄のうち該当する事業内容を記入するほか、整備する施設の規模、処理量等を含めて記入すること。
５　「備考」の欄については、事業を継続して実施している場合は、「平成○年度より継続」と記入すること。
６　事業内容によって交付率が異なる場合は、交付率ごとに区分し、交付率を「備考」の欄に記入すること。
７　「備考」の欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち県費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」と記入すること。

別紙Ｄ（経営力の強化）

Ⅰ  事業の目的（又は成果）


Ⅱ  事業の内容及び計画（又は実績）
  ２  農業・食品産業強化対策推進交付金の対象となる事業の内容等

	 事業実施

 主 体 名
	
 市町村名
	
 政策目標
	
 取組の分類・取組内容
	
 事   業   内   容
	
 事　  業　  量
	
 事　業　費
	 事業に要す
 る（した）
 経費
 (A)+(B)又は
 (A)+(C)
	 負　　担　　区　　分
	
 備　　考
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	 県　費
 (A)
	 市町村費
 (B)
	 そ　の　他
 (C)
	
	

	 ○○担い手
 育成総合支
 援協議会

 （△△県担
 い手育成総
 合支援協議
 会）
	 Ａ町、Ｂ町



 （県段階の
 場合には記
 入しなくて
 よい）
	 担い手の育
 成・確保
	 認定農業者等担い手育成の推進
 　担い手総合支援
   　担い手育成支援








 　　地域貢献担い手確保・育成支援
	

 １　アクション・プログラム
 　の作成
 ２　専任マネージャーの設置
 ３　経営診断
 ４　簿記研修会の開催
 ５　経営の多角化・高度化の
 　検討会の開催
            …

 １　対策会議開催
 ２　地区説明会の開催
            …
	



 １名
 ４回
 １回
 ３回



 １回
 １回
	 円
	 円
	 円
	 円
	 円
         0
	
	

	
	
	
	   経営構造対策推進
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 担い手への
 農地の利用
 集積の促進
	 農地利用集積の推進
   優良農地確保支援対策等
	
	
	
	
	
	
	
	


 法律補助
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 　都道府県農業改善推進支援
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	     計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（注）１  「政策目標」、「取組の分類・取組内容」及び「事業内容」の欄については、実施要綱別表のⅡの政策目標及びメニューの欄（必要に応じて実施要領別記に掲げる取組内容）から該当するものを記入すること。
　　　２　事業内容において交付率が異なる場合については、それぞれの事業量、事業費、負担区分の内容が分かるように区分して記入すること。
      ３　「備考」の欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち県費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」と
　　　　記入すること。
      ４　「備考」の欄については、その他参考となる事項（例：専任マネージャーやコンダクター等の活動を実施する場合における氏名と活動内容等）を記入すること。

別紙Ｅ（産地競争力の強化）

Ⅰ  事業の目的（又は成果）


Ⅱ  事業の内容及び計画（又は実績）
  ３  牛肉等関税財源競争力強化生産総合対策費交付金の対象となる事業の内容等

	 関係市町村
	
	 事業実施主体名
	
	 　地区名
	
	

	
 政策目的
	
 政策目標
	
 取組名
 (対象作物・
 畜種等名)
	
 事　業　内　容
 (協議会の開催、調査等
 の実施等）
	
  　　　事業量
 (単価、回数､ 資料配
 布数等)
	 　　 受　　益
	

 事業費
 (A)+(B)+(C)
	
 事業に要す
 る（した）
 経費
 (A)+(B)又は
 (A)+(C)
	 負　担　区　分
	
 完了予定又
 は完了年月
 日
	
 備　考
	

	
	
	
	
	
	
  戸 数
	 面積、出荷
 量、処理量
 又は頭羽数
	
	
	 県　費
 (A)
	 市町村費
 (B)
	 その他
 (C)
	
	
	

	
 産地競争力の
 強化
	 （例）
 生産性の向上
	
	
	
	     戸
	 　ha､ｔ､頭
	          円
	          円
	          円
	          円
	          円
	
	
	

	 計
	
	
	
	
	
	
	
	



　（注）１　本表は、原則として事業実施計画書ごとに一葉として作成すること。
２　「政策目標」の欄については、実施要綱別表のⅠの政策目標の欄のうち該当するものを記入すること。
３　「取組名（対象作物・畜種等名）」の欄については、実施要綱別表のⅠのメニューの欄のうち該当する取組名を記入すること。なお、（対象作物・畜種等名）について、土地利用型作物で種子生産を対象に事業を実施する場合は、作物名の後に種子と記入すること。また、複数作物を併記できることとする。その他、作物の限定のない取組にあっては記入不要とする。
４　「事業内容」の欄については、実施要綱別表のⅠのメニューの欄のうち該当する事業内容を記入するほか、整備する施設の規模、処理量等を含めて記入すること。
５　「備考」の欄については、事業を継続して実施している場合は、「平成○年度より継続」と記入すること。
６　事業内容によって交付率が異なる場合は、交付率ごとに区分し、交付率を「備考」の欄に記入すること。
７　「備考」の欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち県費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」と記入すること。

別紙Ｆ

Ⅲ　経費の配分及び負担区分

	
 区   　           分
	 総事業費
 (A)+(B)+(C)
	 事業に要する
 経費（又は要
 した経費）
	 負   担   区   分
	
 備  考
	

	
	
	
	 県費交付金
 (A)
	 市町村費
 (B)
	 その他
 (C)
	
	

	
 １　農業・食品産業強化対策整備交付金
 　　ア　事業費
 　　イ　附帯事務費

 ２　農業・食品産業強化対策推進交付金

 ３　牛肉等関税財源競争力強化生産総合対策費交付金
	 円
	 円
	 円
	 円
	 円
	
	

	 合　　　　　　　　計
	
	
	
	
	
	
	




Ⅳ　事業完了予定（又は完了）年月日　　　平成　　年　　月　　日

Ⅴ　収支予算（又は精算）
　１　収入の部

	
 区　　　　　分
	 本年度予算額
 （又は本年度
 精算額）
	 前年度予算額
 （又は本年度
 予算額）
	 比 較 増 減
	
 備　　   考
	

	
	
	
	 増
	 減
	
	

	
 １　県　費　交　付　金
 ２　市町村費
 ３　そ　　　の　　　他
	 円
	 円
	 円
	 円
	
	

	 合　　　　　計
	
	
	
	
	
	




　２　支出の部

	
 区　　　　　分
	 本年度予算額
 （又は本年度
 精算額）
	 前年度予算額
 （又は本年度
 予算額）
	 比 較 増 減
	
 備　　   考
	

	
	
	
	 増
	 減
	
	

	
 １　農業・食品産業強化対策整備交付金
 ２　農業・食品産業強化対策推進交付金
 ３　牛肉等関税財源競争力強化生産総合対策費交付金
	 円
	 円
	 円
	 円
	
	

	 合　　　　　計
	
	
	
	
	
	




Ⅵ　添付書類
　　　市町村の本交付金の交付に関する規程又は要綱（市町村が間接補助事業を含んで申請する場合に限る。）





